
（単位：　　　円）

金　　　　額 金　　　　額

【流動資産】 402,846,019 【流動負債】 75,284,295

393,638,653 11,559,742

6,173,427 24,868,300

383,490 24,773,100

990 2,027,153

130,799 12,056,000

2,518,660

【固定資産】 121,135,946 【固定負債】 43,278,000

　（有形固定資産） 39,988,080 43,278,000

28,941,929

10,688,869 118,562,295

357,282

【株主資本】 405,419,670

　（無形固定資産） 2,806,625 20,000,000

268,624 385,419,670

2,538,001 2,360,000

383,059,670

　（投資その他の資産） 78,341,241 383,059,670

60,873,600

100,000

17,367,641 405,419,670
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現 金 及 び 預 金

立 替 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 本 金

利 益 準 備 金

利 益 剰 余 金

賞 与 引 当 金

前 払 費 用

未 収 入 金

建 物 附 属 設 備

預 り 金

工 具 器 具 備 品

少 額 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

退 職 給 付 引 当 金

資　産　の　部　合　計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

第２９期　　　貸借対照表第２９期　　　貸借対照表第２９期　　　貸借対照表第２９期　　　貸借対照表

令和 ５年 ３月３１日　　現在

未 払 消 費 税 等

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科　　　　目

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等売 掛 金

貯 蔵 品

科　　　　目

純　資　産　の　部　合　計

負　債　の　部　合　計

純　　　資　　　産　　　の　　　部

長 期 前 払 費 用

電 話 加 入 権

敷 金

繰 延 税 金 資 産

繰越利益剰余金



【重要な会計方針に関する注記】

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法による原価法によっています。

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法によっています。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）ならびに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備については、

定額法によっています。

無形固定資産 定額法によっています。

３．引当金の計上基準

賞与引当金　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上しています。

退職給付引当金　　　簡便法を採用し、従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく

　　　　　　　　　　　 　　期末自己都合要支給額により計上しています。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

（１）リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

（２）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

【株主資本等変動計算書に関する注記】

年度末日における発行済み株式の数

当期末の発行済株式は、普通株式400株です。

【税効果会計に関する注記】

当社は、当事業年度からグループ通算制度を適用しているため、法人税および地方法人税の

会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理ならびに開示については、

「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」

（実務対応報告第42号2021年８月12日）を当事業年度の期首から適用しています。

【当期純利益金額】

当期純利益 60,443,233円


